
 

                       封印の取付け委託に関する取扱要領 

 

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 １ １ 日 

関 自 管 第 １ ２ ８ 号 

改正 平 成 ２ ８ 年 １ 月 ２ ９ 日 

関 自 管 第 ７ ７ 号 

改正 平成２９年３月２８日 

 関 自 管 第 ５ ８ 号 

改正 平 成 ３ ０ 年 ８ 月 ３ １ 日 

関 自 管 第 ５ ６ 号 

改正 令 和 ３ 年 ７ 月 ３ ０ 日 

 関 自 管 第 １ ７ 号 

改正 令和３年１２月２１日 

関 自 管 第 ３ ９ 号 

 

 

 

（適用） 

第１条 道路運送車両法（以下「法」という。）第２８条の３第１項の規定により、関東運 

輸局管内運輸支局長（以下「支局長」という。）が行う封印の取付け委託に関しては、 

法、同法施行令、同法施行規則（以下「規則」という。）及び封印取付け委託要領につい 

て（平成１８年１０月４日付国自管第８６号）、並びに輸入自動車に係る新規登録手続の 

際の特別取扱について（昭和６１年６月２日付地管第８９号、地技第１２３号）の規定に 

よるほか、この要領により取扱うものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 受託者 封印取付け委託を受けた者 

（２） 甲種受託者 自動車登録番号標交付代行者（以下「交付代行者」という。） 

（３） 乙種受託者 

①完成検査終了証（以下「完検証」という。）のある自動車の販売を業とする者であ

って、以下の場合に必要となる封印の取付け委託を受けた者。 

ア その販売する自動車について、当該自動車の提示に代えて完検証の提出により

新規登録を受ける場合 

イ その販売する自動車（販売用中古自動車含む。）について、当該自動車の提示に

代えて自動車予備検査証（以下「予備検証」 という。）、保安基準適合証又は限

定自動車検査証及び限定保安基準適合証（以下「保安基準適合証等」という。）の

提出により新規登録を受ける場合 

ウ 変更登録又は移転登録を受ける場合（法第１４条第１項の規定により当該自動

車の自動車登録番号（以下「登録番号」という。）が変更されるもの（登録令



（昭和２６年政令第２５６号）（以下「登録令」という。）第４０条による提

示したものを除く。）に限る。） 

エ 車両法第１１条第２項（自動車登録令４３条の規定に係る場合を含む。）又は第

４項若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場

合 

オ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送取扱い及び自動

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」

に基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 
 

② 「一定の自動車輸入業者に対する封印の取付けの委託について」（平成２５年３月

８日付国自情第２３９号）に定める輸入業者 

（４）丙種受託者 一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会の会員のうち中古自動

車の販売を業とする者を構成員とする団体（以下「団体」という。）であって、以下

の場合に必要となる封印の取付け委託を受けた者 

ア その構成員の販売する自動車（新車及び販売用中古自動車）について、当該自動

車の提示に代えて完検証、予備検証、保安基準適合証等の提出により新規登録を受

ける場合 

イ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項の規定により当該自

動車の登録番号が変更されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第

４０条による提示をしたものを除く。）に限る。） 

ウ 車両法第１１条第２項（自動車登録令４３条の規定に係る場合を含む。）又は第

４項若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場

合。 

エ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送取扱い及び自動

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」

に基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 
（５）丁種受託者 行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１５条に規定される行政

書士会（以下「行政書士会」という。）であって、行政書士が運輸監理部、運輸支

局又は自動車検査登録事務所（内閣府沖縄総合事務局にあっては、陸運事務所、宮

古運輸事務所又は八重山運輸事務所。以下「運輸支局等」という。）に提出する書

類を作成した自動車（エに規定する場合を除く）について、以下の場合に必要とな

る封印の取付け委託を受けた者 
ア 当該自動車（封印取付け委託要領（平成１８年１０月４日付国自管第８６号）第

１２条第２項及び第３項の規定により封印の取付け作業を乙種受託者及び丙種受

託者の名において行わせることができる場合を除く。以下、本号イにおいて同じ。）

の提示に代えて、完検証、予備検証、保安基準適合証等の提出により新規登録を受

ける場合 
イ 当該自動車に係る変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項

の規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの（登録令第４０条による提

示をしたものを除く。）に限る。 
ウ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場合を含む。）又は第４

項に若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な

場合 



 
エ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送取扱い及び自動

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」

に基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 
 

（事業場等） 

第３条 委託に係る事業場は次のとおりとする。 

（１）甲種受託者にあっては交付代行者の事業場として関東運輸局長の指定を受けた場所。 

（２）乙種受託者にあっては封印取付けが実施できる事務所。 

（３）丙種受託者にあっては封印取付けが実施できる事務所。 

（４）丁種受託者にあっては封印取付けが実施できる事務所。 

２ 受託者（乙種受託者又は丙種受託者は、変更登録を受ける場合（車両法第１４条第１

項の規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの（登録令第４０条による提示を

したものを除く。）に限る。）及び車両法第１１条第２項（登録令４３条の規定に係る

場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の

取付けが必要な場合に限る。）は、前項の規定に加え、事業場等への自動車の持ち込み

による申請者の負担の軽減を図るため、封印の取付けを対象となる自動車の保管場所

（自動車の保管場所の確保等に関する法律第３条の保管場所をいう。）等において行う

ことができる。 

 

（施封センター） 

第３条の２ 前条（２）に規定する事業場を持つ複数の乙種受託者が、共同で新車の点検

整備を実施する施設において封印の取付けを行う施封センター（以下「施封センタ

ー」という。）を設置することができるものとする。この場合、各受託者は施封セ

ンターの封印取付け業務を管理する施封管理責任者及び封印取付け担当者を選任

しなければならない。 

 

（委託の申請手続） 

第４条 封印の取付け委託を受けようとする者は、申請書（第１号様式）に次に掲げる書面 

を添えて、委託に係る事業場の所在地を管轄（支局又は自動車検査登録事務所の管轄区

域に同じ、以下同じ。）する支局長（以下「管轄の支局長」という。）に申請するもの

とする。なお、事業場が支局の管内（以下「管内」という。）に所在しないものについ

ては  当該支局長に申請するものとする。 

（１）交付代行者及び団体にあっては、その資格を証する書面及び事業場付近の見取り

図、販売業者にあっては、販売店証明書（完成検査終了証のある自動車の販売を業と

することが確認できるメーカー又はメインディーラーとの契約書（写し）若しくは証

明書）。 

（２）道路運送車両法施行規則第１５条第１項の封印取付け責任者となる者の所属、

職名及び氏名を記載した書面。なお、販売業者が事業場以外に封印の取付けを行う

営業所（以下「営業所」という。）を設けるときは、当該営業所における封印取付

け担当者となる者の所属、職名及び氏名を記載した書面。 



（３）封印の取付け業務の取扱い内規 

（４）法令を遵守して封印の取付け業務を行うことを誓約した書面（別紙誓約書（例）） 

（５）道路運送車両法施行規則第１３条第４号に掲げる者に該当しない旨 

の書面 

（６）登記事項証明書（現在事項全部証明書若しくは履歴事項全部証明書）（発行日より

３ヶ月以内のもの） 

（７）第９条第１項に定める巡回封印取付け担当者（以下「巡回担当者」という。）の所

属、職名及び氏名を記載した書面 

（８）第１０条に定める巡回対象店舗等の名称、所在地及び管理責任者を記載した書

面、並びに封印取付け場所の位置及び見取図 

（９）封印取付け手数料の請求を行わない場合は、その旨の書面（別紙放棄書（例）） 

（１０）第３条の２の規定により、施封センターを設置する場合は、上記の書面の他に次の

各書面。 

（ア）封印取付け業務の管理体制等封印取付けの実施計画を記載した書面 

（イ）同センター施設に係る使用権限を証する書面 

（ウ）同センターにおける施封管理責任者及び封印取付け担当者を選任した書面 

（エ）その他施設の概要等参考となる書面 

 

（委託に係る審査等） 

第５条 委託にあたっての考慮事項 

（１）封印の取付け業務の管理体制等封印取付けの実施計画について十分に審査し、事業

場に封印取付け担当者及び営業所等を記録した一覧を備えさせる等、業務運営の適

性が確保されるよう措置させること。 

なお、巡回して封印の取付けを行う場合において、適正な業務運営が図られない恐

れがある場合には、必要に応じ、一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会又は

日本行政書士会連合会を通じた指導を行うこととするので、委託を行った運輸支局

等は適宜その状況を自動車技術安全部管理課に報告されたい。 

（２）第３条第２項の規定による場合には、受託者において封印取付け責任者により適正

な業務運営が確保されるよう措置させると共に、返納する自動車登録番号標を封印

取付け後に返納する場合は、当該出張封印に係る登録申請又は交換申請時等に封印

受託者名、出張封印を行おうとする自動車の車台番号を記載した書面を運輸支局等

に提出し、確認を受け、かつ、施封後は、取り外した自動車登録番号標を遅滞なく

交付代行者に返納等させなければならない。 

 

（委託書の交付等） 

第６条 支局長は、封印の取付け委託をしたときは委託書（第２号様式）を交付するととも

に封印取付けに関する取扱いを適確に行わせるため、別記「封印取付け受託者準則」を交

付するものとする。 

 

 

  なお、委託書には、次の区分により委託番号を付するものとする。 



東京運輸支局にあっては、      東 登 封 委 第 １   － ○○○号 

足立事務所にあっては、    東 登 封 委 第 ２   － ○○○号 

練馬事務所にあっては、    東 登 封 委 第 ３   － ○○○号 

多摩事務所にあっては、    東 登 封 委 第 ４   － ○○○号 

八王子事務所にあっては、   東 登 封 委 第 ５   － ○○○号 

  神奈川運輸支局にあっては、  神 登 封 委 第 １   － ○○○号 

  川崎事務所にあっては、    神 登 封 委 第 ２   － ○○○号 

相模事務所にあっては、    神 登 封 委 第 ３   － ○○○号 

湘南事務所にあっては、    神 登 封 委 第 ４   － ○○○号 

  埼玉運輸支局にあっては、   埼 登 封 委 第 １   － ○○○号 

  熊谷事務所にあっては、    埼 登 封 委 第 ２   － ○○○号 

  所沢事務所にあっては、    埼 登 封 委 第 ３   － ○○○号 

  春日部事務所にあっては、   埼 登 封 委 第 ４   － ○○○号 

 群馬運輸支局にあっては、   群 登 封 委 第 １   － ○○○号 

  千葉運輸支局にあっては、   千 登 封 委 第          号 

  野田事務所にあっては、    野 登 封 委 第          号 

  習志野事務所にあっては、   習 登 封 委 第          号 

  袖ヶ浦事務所にあっては、   袖 登 封 委 第          号 

  茨城運輸支局にあっては、   茨 登 封 委 第 １   － ○○○号 

  土浦事務所にあっては、    茨 登 封 委 第 ２   － ○○○号 

  栃木運輸支局にあっては、   栃 登 封 委 第 １   － ○○○号 

  佐野事務所にあっては、    栃 登 封 委 第 ２   － ○○○号 

  山梨運輸支局にあっては、   山 登 封 委 第 １   － ○○○号 

２ 委託書を交付したときは、封印取付け受託者台帳（第３号様式）（以下「受託者台帳」

という。）を作成するとともに、管内の他の支局及び事務所（以下「管内の支局等」とい

う。）に対し、当該受託者台帳の写しをもって、委託した旨を通知するものとする。 

３ 前項の受託者台帳及びその写しは、委託番号の区分ごとに整理し編綴しておくものとす

る。 

 

（委託する業務の範囲の限定） 

第７条 第２条（３）②の者にあっては、自ら輸入した自動車であって、完成検査終了証の

ある自動車の販売を業とする者が、当該自動車の提示に代えて完成検査終了証の提出によ

り新規登録を受ける場合に必要となる封印の取付けのみに限定するものとする。 

 

（標識等） 

第８条  規則第１４条に規定する標識は、乙種受託者にあっては、事業場に掲げれば足り

るものとする。  

２ 前項の標識を掲げたときは、標識掲示届（準則第１号様式）を管轄の支局長に提出させ

るものとする。 

 

（封印取付け責任者の選任等） 



第９条 支局長は、受託者に封印の取付け、保管及び出納に関する事項を処理させるため、

事業場に封印取付け責任者を選任させるものとする。 

２ 前項の封印取付け責任者を選任又は変更したときは、すみやかに選任変更届（準則第

２号様式）を管轄の支局長に提出させるものとする。 

３ 支局長は、受託者が第４条第２号に規定する封印取付け責任者等を選任又は変更した

ときは、封印取付け責任者等名簿（準則第３号様式）を備えさせ、これに記録させるも

のとする。 

 

（巡回封印取付け担当者の選任等） 

第１０条 支局長は、団体に封印の取付けを委託したときは、構成員である自動車販売事業

者の店舗を巡回し、その店舗において封印の取付けを行う巡回封印取付け担当者を選任

させるものとする。なお、行政書士会に取付けを委託したときは、行政書士の事務所を

巡回し、その事務所において封印の取付けを行う巡回担当者を選任させることができる

ものとする。 

２ 団体又は行政書士会が巡回担当者を選任又は変更したときは、速やかに選任変更届

（準則第４号様式）を管轄の支局長に提出させるものとする。  

 

（巡回対象店舗又は行政書士事務所の届出） 

第１１条 巡回担当者による封印の取付けを受けるにあたり、丙種受託者においては、構成

員である自動車販売事業者の店舗（以下「巡回対象店舗」という。）、丁種受託者におい

ては、行政書士の事務所について、新規加入、変更及び廃止が生じたときは、団体から封

印取付け対象販売店等届出書（準則第５号様式）を管轄の支局長に提出させるものとする。 

 

（管理責任者） 

第１２条 支局長は、巡回における封印の取付けを適確に行わせるため、丙種受託者におい

ては、団体に当該店舗を有する自動車販売事業者に対し、その店舗ごとに、また、巡回し

て封印の取付けを行う丁種受託者においては、行政書士会に当該行政書士に対し、封印の

取付けを行う自動車の管理及び封印の取付けに必要な補助業務を行わせる管理責任者を

定めさせるものとする。 

 

（封印の交付） 

第１３条 支局長は、受託者に封印の前渡しを行うときは、封印請求書（準則第６号様式）

を提出させ、封印の取付け実績に応じた所要数を交付するものとする。 

２ 支局長は、受託者に封印を交付したときは、封印受領証を提出させるものとする。この

場合の封印受領証は、 乙種受託者の代理人として関係団体の申請代行センターが一括し

て受領者となる場合にあっては、準則第７号様式、その他の場合にあっては準則第８号様

式とする。 

３ 前項の受領証は、次年度末まで保存しなければならない。 

 

 

（封印受払い簿等） 



第１４条 支局長は、封印の出納状況を明確に記録しておくものとする。（別紙 封印受払 

い簿、封印出納簿（例）） 

 

（封印出納帳等） 

第１５条 支局長は、前渡しを受けた受託者に封印出納帳（準則第９号様式）を備えさせ、

封印の出納状況を明確に記録させるほか、団体又は巡回して封印の取付けを行う丁種受託

者については封印取付け台帳（準則第１０号様式）を備えさせ、取付けした封印に係る自

動車の登録年月日、販売店、自動車登録番号及び車台番号を明確に記録させるものとする。 

２ 支局長は、乙種受託者については、封印の取付けを行う事業場、営業所及び施封センタ

ーごとに、また、巡回して封印を取り付けない丁種受託者においては再委託先である行政

書士の事務所ごとに封印取付け台帳（準則第１１号様式）を備えさせ、取付けをした封印

に係る自動車の登録年月日、自動車登録番号、車台番号及び施封年月日を明確に記録させ

るものとする。 

３ 支局長は、営業所及び施封センターにおいて封印の取付けを行う乙種受託者には、事業 

場及び施封センターに封印授受簿（準則第１２号様式）を備えさせ、封印の受渡しの状況 

を明確に記録させるものとする。 

４ 封印出納帳、封印授受簿及び封印取付け台帳は、施封の日から２年間保存させるものと 

する。 

 
（営業所等一覧及び封印取付け担当者名簿の備え付け） 
第１６条 甲種及び乙種受託者は、封印の取付けを行う分室、営業所又は複数の受託者が

共同で設置する施封センターを設けた場合、封印取付け担当者及び営業所等一覧（準則

第１８号様式）を備え、これに記録させるものとする。また、記録した事項に変更が生

じた場合は、その変更内容を記録させるものとする。 
 

第１７条 受託者が氏名又は名称もしくは住所、又は事業場の名称もしくは住居表示等によ 

り所在地を変更したときは、変更届（準則第１３号様式）を管轄の支局長に提出させるも 

のとする。 

２ 前項の届出があったときは、その旨を管内の支局等に対し当該変更届の写しをもって通

知するものとする。 

３ 乙種受託者について、管内の支局又は事務所間の管轄の変更となる第１５条の第１項の 

承認申請があり、これを承認したときには変更届（準則第１３号様式）に第４条第２号、 

第３号及び第６号の書面を添えて、変更後の事業場を管轄する支局長に提出させるものと 

する。 

 なお、この場合において、封印取付け手数料の請求を行わないときは第４条第９号の書面 

（別紙放棄書（例））も同時に添付させるものとする。 

 

（施封センターの新設等） 

第１７条の２ 乙種受託者が、施封センターを新設・廃止したとき、あるいは名称もしくは 

所在地を変更したときは、変更等届（準則第１３号様式の２）を管轄の支局長に提出させ 

るものとする。 



なお、施封センターの新設にあっては、第４条（１０）（ア）から（オ）に定める各書面 

の他、施封センターでの取扱いを記載した内規を併せて提出させるものとする。 

２ 前項の届出があったときは、その旨を管内の支局等に対し当該変更届の写しをもって通 

知するものとする。 

 

（事業場の位置の変更等の承認） 

第１８条 受託者が、事業場の位置を変更しようとするときは、あらかじめ承認申請書（準 

則第１４号様式）に事業場の位置の変更を証明するに足りる書面のほか、交付代行者及び 

団体にあっては事業場付近の見取図を添えて管轄の支局長に提出させるものとする。 

２ 受託者が封印の取付けの業務をやめようとするときは、あらかじめ、承認申請書（準則 

第１４号様式）を管轄の支局長に提出させるものとする。 

 

（承認書の交付等） 

第１９条 支局長は、前条の承認をしたときは、承認書（第４号様式）を申請者に交付する 

ものとする。 

２ 前項の承認書を交付したときは、その旨を管内の支局等に対し、当該承認書の写しをも

って通知するものとする。 

 

（実態調査等） 

第２０条 支局長は、受託者の封印の管理状況及び封印の取付け状況等について必要と認め 

たときは、実態調査を行うことができるものとする。 

２ 前項の実態調査は、調査表（第５号様式）により行うものとする。 

３ 支局長は、実態調査の結果、適切でない事項があると認められたときは、必要な改善指 

示又は３ヶ月以内の期間を定めて委託の停止をすることができる。 

 

（委託の解除等） 

第２１条 支局長は、規則第１５条の４の規定により封印の取付けの委託を解除したときは、 

解除書（第６号様式）を受託者に交付するものとする。 

２ 前項の解除書を交付したときは、その旨を管内の支局等に対し当該解除書の写しをもっ 

て通知するものとする。 

 

（手数料の支払） 

第２２条 手数料は、甲種受託者の場合には支局又は事務所の業務件数により、乙種受託者 

及び丙種受託者の場合には請求書に添付された封印取付け届出書（準則第１５号様式）に 

より確認できる封印取付け件数について支払う。 

 

 

 

〔附則〕 

１ 本要領は、令和４年１月１日から施行する。 

２ 本要領の制定に伴い、改正前要領第２条の甲種受託者、乙種受託者、丙種受託者及び



丁種受託者は、第５条の封印取付け委託書の交付を受けたものとみなす。 

 ３ 本要領の制定に伴い、令和３年１２月３１日までに封印の取付け委託を受けている準

則第２条第二号の乙種受託者が営業所に選任している「施封責任者」を「封印取付け担

当者」と読み替えるものとする。  

４ 本要領の制定に伴い、令和３年１２月３１日までに封印の取付け委託を受けている準

則第２条第三号の丙種受託者及び準則第２条第四号の丁種受託者（巡回施封方式を選択

している場合に限る）が提出している「巡回封印取付け職員」を「巡回封印取付け担当

者」と読み替えるものとする。  

 

 


